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全国財務局の�
地 域 連 携の取組
財務局は財務省の総合出先機関として、また、金融庁から
事務委任を受けた組織として、地域において、財政、金融、
国有財産などの業務を通じて国の施策を実施している。また、
財務省及び金融庁の施策の広報、地域の意見・要望、地域
経済の実態把握を通じて、地域に貢献することを使命として
いる。本特集では財務局の「地域連携」の取組を令和3年度
の事例集から紹介する。� 取材・文　向山 勇

令和3年度の事例集から紹介
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財務省・金融庁をつなぐハブとして�
地域の課題を把握し地方創生を支援

ポストコロナを見据えた�
地域経済の復興支援も

財務局は、地域にとって真に必要な取組は何か、地
域にどのように役立つことができるかなど、地域の課
題を把握し、地域と財務省・金融庁をつなぐネットワー
クの結節点（ハブ）としての役割を果たすことにより、
地方公共団体等が進める地方創生を支援している。
令和3年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大が

地域経済や国民生活に対して大きな影響を与えた。そ
の中で財務局では、地域連携及び地方創生支援の取組
について、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた
地域経済の復興に向けた支援に取り組むことを方針に

掲げ支援を行った。
一方で政府の「デジタル田園都市国家構想基本方針」

（令和4年6月7日閣議決定）においては、「関係省庁
や地方支分部局、地方公共団体、地域金融機関、企業
等とのネットワーク機能を活用し、地域企業の価値創
造や課題解決等に向けた『つなぎ役』を果たす」旨が
示された。これを踏まえ、財務局においても、より効
果的な地域貢献を実施するため、各種業務で培った
ネットワークや財務局をハブとする地域の恒常的・互
恵的な意見交換の場（プラットフォーム）を積極的に
活用して「地域経済エコシステム」の「つなぎ役」を
果たしている。

財務局の地域連携の取組
1 新型コロナウイルス感染症拡大を受けた取組
2 財政に関する取組
3 国有財産に関する取組
4 金融に関する取組
5 経済調査に関する取組
6 広報相談に関する取組
7 金融リテラシー向上や金融犯罪被害防止に向けた取組
8 災害に関する取組
9 地方創生支援に関する取組

地方創生・地域の課題解決への貢献

中央省庁等◆ヒアリング等を通じた意見･要望の把握

地域経済

地方
公共団体

企業

地域
金融機関

経済
団体

学界・
教育機関

地域
住民

◆財務局独自の業務による支援
◆地域の各主体をつなぐ取組

各省庁の地方支分部局

連携

地方創生推進事務局
デジタル田園都市国家構想

実現会議事務局

財務省
金融庁

連携

各省庁等
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新型コロナウイルス感染症拡大を受けた取組

近畿財務局は、ポストコロナを見据えて、（1）事業
者支援、（2）起業支援、（3）地域価値の向上を重点テー
マとし、地域の特性やニーズを踏まえた取組を実施
した。
事業者支援では、事業再構築や事業承継等の支援施
策の活用を促進するセミナーのほか、金融機関の事業
者支援能力向上のためのゼミを開催する等、コロナ禍
で変動する経営環境への対応を迫られている事業者の
取組を後押し。起業支援では、政策金融機関や大学、
士業等の専門家との連携による女性や学生の起業マイ
ンドの醸成に取り組んだほか、地方公共団体による取
組も積極的に支援した。地域価値の向上に向けては、

地方公共団体等による観光振興やまちづくり等の取組
を支援。各主体間の意見交換等を通じたネットワーク
の形成やノウハウの共有により、地域の課題解決を後
押しした。

福岡財務支局は、日々の業務で経済団体、金融機
関、公的機関等と意見交換を行う中で、SDGs/ESG
について何から始めればいいのか分からないといった
地域の声を聴取。これを受けて福岡財務支局は、地域
経済活性化に向けた機運醸成を図りつつ、SDGs/ESG
の取組のきっかけや重要性について気付きを与えるこ
とを目的として、関係機関と連携してセミナーを企画
した。

セミナーには、福岡、佐賀、長崎の地方公共団体、
金融機関、企業等から約80名が参加。各講師から、
SDGs/ESGの分野における九州地域の立ち位置や課
題、各界における取組等について説明。組織としてど
う向き合うべきか、何から取り組めばいいのかなど、
参加者にSDGs/ESGの取組のきっかけや重要性を付
与した。

ポストコロナを見据えた関西経済活性化を支援

アフターコロナを見据えた�
� サステナビリティ関連セミナーを開催

近畿財務局及び�
管内財務事務所

福岡財務支局

CASE

01

地域金融機関向け

日時

形式

共催

金 1 4 ： 0 0 ～ 1 5 ： 3 0

オンラインセミナー（Cisco Webex Meetings）

近畿財務局・近畿経済産業局

第1部

中小企業再生支援の事業と
コロナ禍対応について

説明者

兵庫県中小企業再生支援協議会
兵庫県経営改善支援センター

統括責任者
野田 勝也 氏

第2部
事業再構築補助金の
最新動向について

（採択事例の紹介等）
説明者

近畿経済産業局産業部
中小企業課

【申込方法】※令和3年9月13日(月)17時締切
下記事項を記載の上、以下の宛先（メールアドレス）までお申し込みください。
後日、視聴用URLをメールにて送付いたします。

【件名】9/17中小企業支援施策説明会参加申込み
【本文】①氏名 ②所属・部署・役職 ③電話番号

宛先： kinzaikikaku@kk.lfb-mof.go.jp
【お問い合わせ先】近畿財務局総務課企画第1係 TEL：06-6949-6390 

中小企業支援施策

2021年9月17日
説明会

ウィズコロナ・アフターコロナにおける

初回は、セミナー・パネルディスカッション形式で、参加者を限定せず、
コロナ禍における地域金融機関や支援実務者による企業支援の好事例などをご紹介いたします。

コロナ禍における企業支援の在り方・手法ゼミ

講師 水野 浩児
追手門学院大学 教授

略歴 債権法を中心とした企業法務を研究し、数多くの地域金融機関で事業性評価の研修を担当。企業経営にも参画しており、東証一部上場企業の大建工業の社外取締役も担っています。

管内協同組織金融機関実務担当者向け

初回

4/20
(Tue.)

For cooperative financial institution

内容

第１部：水野先生による講義
第２部：ケーススタディ

これまで当局が開催してきた講座などで、高い満足度を得ている水野浩児教授
が、管内金融機関の実務担当者向けにアフターコロナの企業支援についてのゼ
ミを開講します！

ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー主催：財務省近畿財務局詳細・お申込み方法については、裏面をご覧ください。

〇前回のセミナーでは、セミナー・パネルディスカッション形式で、コロナ禍における地域金融機関や支援実務者による企業支援の好事例などをご紹介いたしました。
〇今回のゼミでは、応用編として、参加者を限定し、企業支援のために必要な知識の講義や、グループでの企業支援に関するケーススタディを行います。 リアル

会議形式全３回全３回
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● �金融機関事例、企業の具体的事例、国の潮流、
九州の位置付け、各種制度の見識が深まった。

● �SDGsと金融のつながりを確認することがで
きた。

● �SDGs関連の補助金等の全体感が理解できた。

参
加
者
の
声

全国財務局の地域連携事例集（令和3年度より）
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財政に関する取組

国有財産に関する取組

東京財務事務所は、地方公共団体に貸付した資金の
監査を通じて、公立病院の経営上の課題（収入増加・
費用削減）を把握。当該課題の解決に向けて「病院経
営セミナー」を開催し、地方公共団体の病院経営の改
善に向けた取組を側面支援した。

セミナーには、経営に携わる副院長、各部門長をは
じめとした医師、看護師、事務部長等のほか、副市長
や市の財政担当部局の職員も参加（約40名）。多くの
病院関係者等に幅広く情報提供することができた。セ
ミナー終了後、参加者からは「今後の経営や業務の改
善に活かしていきたい。」といった声が聞かれ、気付
きやヒントが与えられる機会となった。

東北財務局山形財務事務所は、山形県上山市
のまちづくり支援のため、令和2年10月に上
山市、NPO法人かみのやまランドバンクと「空
家等・空き地対策に関する連携協定」を締結
し、まちづくりを進めていくうえでの課題解決
に取り組んでいる。
当面の課題を「空き家を利活用した起業創業
希望者に対する支援体制強化」とし、地域金融機関
や政府系金融機関、大学関係者を講師に招き、創業
支援のポイント、定期借地制度の活用等をテーマと
した研修会を計3回開催。研修会における意見交換
等を通じて、まちづくり支援に関する地域関係者の
ネットワークが拡大した。

CASE

CASE

03

04

公立病院の経営改善に向けた支援

空き地・空き家の有効活用を通じた�
� まちづくり支援

関東財務局�
東京財務事務所

東北財務局�
山形財務事務所

▲研修会の様子

▲

セ
ミ
ナ
ー
の
模
様

● �創業にあたっての事業計画
の重要性を再認識した。

● �地方では土地所有意識が
強く、定期借地に対する
ニーズ発掘が課題。

参加者の声

ランドバンク事業とは

全国財務局の地域連携事例集（令和3年度より）

病院経営セミナー
開催時期	 令和3年11月
開催形式	 WEB会議形式
講 師	 病院経営コンサルティング会社の実務担当者等
テーマ等
●病院を取り巻く状況と課題等
●職員のモチベーションを高める組織運営方法
●委託費、薬品費の低減策
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金融に関する取組

経済調査に関する取組

東海財務局及び各財務事務所は、地域経済情勢につ
いて地域へ情報発信するとともに、最新の地域経済の
状況や課題を把握するため、経済調査機能を有する地
域の経済団体・シンクタンクなどと継続的に意見交換
会を実施している。

意見交換会は地域の実情や生の声が聴けるほか、財
務局の情報発信もできる貴重な機会。地域の関係者と
の深い信頼関係の構築に寄与している。

CASE

06 地域主体との地域経済情勢及び課題の共有 東海財務局及び
管内財務事務所

中国地方は、製造業が集積し、人口当たりのCO2排出量が全国
一となっており、カーボンニュートラルは喫緊の課題となってい
る。カーボンニュートラルの実現には、成長資金を供給する金融機
関の役割が重要。そこで中国財務局は、国の機関や官民金融機関な
どが連携する「中国地方サステナブルファイナンス協議会」を設
置。カーボンニュートラルの取組を金融面から支援している。

具体的には令和4年3月2日に
第1回協議会を、6月15日に第2回協議会をオンラインにより開催。国の機関等
による各施策の説明や意見交換により中国地方の現状認識を共有したほか、関係
機関の間でカーボンニュートラルに向けて機運を拡大することの重要性を認識
した。

CASE

05 中国地方サステナブルファイナンス協議会 中国財務局

▲中小企業家同友会との意見交換会 ▲しずおか経済フォーラム

▲オンライン開催による協議会の様子

令和3年度の実施例
中小企業家同友会との意見交換会（愛知、岐阜、静岡、津）
コロナ禍で影響を受けた事業者の状況について

シンクタンクとの意見交換会（愛知、静岡、津）
最新の地域経済の状況について

しずおか経済フォーラム（静岡）
緊急事態宣言の期間中や解除後の県内の経済動向について

景気問題連絡会（岐阜、津）
県経済の現状と課題について

意見交換会で聴取した質疑（改正銀行法の趣旨）を踏まえ、後日、理事
向けのWeb勉強会を開催。
金融庁施策の理解をより深めて頂く機会につながった。

テーマ 中小企業の課題全般について

代表事例「愛知中小企業家同友会との意見交換会」

原材料不足や人材不足、ウッドショックなどの
懸念事項や、事業者支援における金融機関の役割
など、多岐にわたる意見を交換。
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金融リテラシー向上や金融犯罪被害防止に向けた取組

広報相談に関する取組

財務局では、小・中・高を対象として、国の予算編
成を疑似体験する授業「財政教育プログラム」を実施
している。これまでの同プログラムの実施先におい
て、生徒からは「グループワーク」に高評価を得てい
るものの、一部の先生からは事務負担等の課題が指摘
された。そこで沖縄総合事務局では、学校側の事務負
担軽減と財政教育プログラム授業の更なる拡大を図る
ため、先生のみで、時間を短縮して授業を実施するモ
デルケースを策定した。
モデルケースでは、財務局職員向けのガイドブック
をもとに、授業の進め方やグループワークを活性化す
るための方法等をまとめた「財政教育PGガイドブッ
ク（先生用）」を作成。当該ガイドブックの活用によ

り、先生のみで授業が実施可能になった。今後、沖縄
総合事務局では、生徒の「主体的・対話的で深い学
び」の実現・拡大のため、当局主体の開催に加え、当
該モデルケースを積極的に各学校に周知し、財政教育
プログラムの更なる拡大を図っていく。

CASE

07 財政教育プログラム授業拡大に向けた取組 沖縄総合事務局

北海道財務局は、地域の金融リテラシーの更なる向上・拡
大を図るため、各関係機関に声掛けし、金融経済教育の取組
に関するノウハウを結集させ、「高校生と先生のための北海
道における金融教育シンポジウム」を協働で開催した。
シンポジウムは、札幌、函館、帯広の3会場のほか、オン
ラインも活用したハイブリッド形式で開催し、北海道を中心
に全国からおよそ170名の高校生と先生が参
加。参加した先生からは、「金融教育は実践的
な学びになりづらく、資産形成ゲームのような
教材はとても価値がある」、高校生からは、「金
融について授業を受ける機会がなく、貴重な体
験だった」との声が寄せられた。

CASE

08
北海道の関係機関と協働した�
� 金融教育プロジェクト

北海道財務局及び�
函館・帯広財務事務所

プログラム
第1部　基調講演
元衆議院議員・北海道出身　杉村 太蔵 氏

第2部　資産形成体験ゲーム（グループワーク）
経済の仕組み、社会の動きなどについて体験的に学習

第3部　パネルディスカッション
金融経済教育・消費者教育の現状と課題

▲基調講演／杉村太蔵氏と高校生 ▲資産形成体験ゲームの様子

▲財政教育PGガイドブック

● �コロナ禍で財務局職員の受入調整
に手間と時間がかかった。

● �プログラム実施のための時間�
（2時限）の確保に苦労した。

参
考
に
し
た
先
生
の
声

▲

グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク
の
様
子
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災害に関する取組

四国財務局では、成年年齢引下げを踏まえ、四国少
年院において出院を間近に控えた者に対し、「銀行口
座やクレジットカードの作り方」から「悪質商法に注
意」といった日常生活に必要とされる金融知識の授業
を実施した。
授業の実施にあたっては、「社会人となって日常で
必要とされる金融知識を、分かりやすく授業をしてほ
しい」との少年院側の要望に応えるため、講師には、

借金や金融トラブルに関する相談を得意とする四国財
務局内の多重債務相談員を起用。また、授業後にアン
ケートを実施し、少年院の教官にも受講者の理解度が
把握できるようにするなど工夫をしている。四国少年
院の担当者からは「銀行口座の作り方も知らず、いき
なり実社会へ出ていく者が一人でも減らせてうれしい」
との声が寄せられ、今回の授業を契機に、四国少年院
からは定期的な授業開催が依頼されることとなった。

CASE

09 矯正施設（少年院）への講師派遣 四国財務局

令和3年8月に発生した小笠原諸島沖の海底火山の
噴火により大量の軽石が漂着した地域では、船舶の航
行、漁業、観光等に対する様々な被害が発生。軽石は
広い範囲で繰り返し漂流・漂着することが予想され、
早急かつ継続的な対応が必要となった。
九州財務局・沖縄総合事務局は、被害を受けた地域
の復旧支援のため、（1）利用可能な国有財産に関する
情報提供、（2）早期復旧に向けた災害査定立会を実施

した。
国有財産の提供では地方公共団体からの要望に速や
かに対応するため、口頭確認による国有地の無償貸付
を実施し、回収した軽石の仮置き場の確保に協力し
た。また、速やかに災害査定立会を実施し、被災が確
認された漁港施設・港湾施設の復旧に関する事業費の
決定に同意し災害からの復旧を支援した。

CASE

10
軽石漂着の被災団体を�
� 国有財産の無償貸付等により支援

九州財務局及び
沖縄総合事務局

▲授業の模様

▲�軽石の仮置き場として無償貸付した
国有地

▲災害査定立会の様子

授業内容の一部

被災したビーチ

▲軽石漂着前 ▲軽石漂着後
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地方創生支援に関する取組

財務局は、地域において、財政、金融、国有財産などの業
務を通じて国の施策を実施するとともに、財務省及び金融庁
の施策の広報、地域の意見・要望、地域経済の実態把握を通
じて、地域に貢献することを使命としている。希望ある社会
を次世代に引き継ぐべく、また地域経済の発展に貢献し、地
域住民の皆様にとって役立つ組織となれるよう、地域の様々
な主体とさらなる連携・協働を図り、地域課題の解決に向け
て創意工夫を凝らしながら、社会の変化に伴う新たなニーズ
に対応していく。
なお、令和3年度地域連携事例集は財務局のホームページ
で公開している。令和3年度は、事例を9つのカテゴリーに
分けて紹介。ウェブサイトで閲覧する際には、目次から各取
組のページへ直接アクセスできるよう利便性の向上を図って
いる。また同ホームページから地域（財務局等）ごとの取組
にもアクセス可能。

今後の取組

北陸財務局は、公営住宅の建替えなどの諸課題を有する中能登町に対し、
「PPP/PFIプラットフォーム」への参加を提案。北陸財務局エリアマネジメ
ントPTが同町の公営住宅建替え事業を継続的に伴走支援することで、深い
関係性を構築。令和3年度は新たに（1）古民家等歴史的資源を活用したまち
づくり、（2）公共施設の健全な維持管理・運営について同町の取組を多面的
かつ継続的に支援した。
古民家等歴史的資源の活用では、先進地視察が予定されるなど具体的な検
討が進むとともに、古民家等歴史的資源を活用したまちづくり（地域活性
化）を学ぶオンラインセミナー開催にも発展。公営住宅建替え事業では、同
町が地域内外の民間事業者や整備予定の大学と連携し、小学校跡地を活用し
た一大拠点づくり事業に成長。令和4年度に本格着工した。

CASE

11 地方公共団体に対する地域課題解決に向けた支援 北陸財務局

▲

座
談
会
の
模
様

▲�
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の�

官
民
対
話

https://www.mof.go.jp/about_mof/zaimu/renkei/index.htm

 ファイナンス　2022 Sep.	 9

令和3年度の事例集から紹介
全国財務局の地域連携の取組

特
集

05_P02-09_Tokushu_04.indd   9 2022/09/09   9:46:12

https://www.mof.go.jp/about_mof/zaimu/renkei/index.htm

